
当社は、信用取引のインフラ基盤を担う貸借取引業務という

免許業務を業務の核とする証券金融専門会社です。証券金融

の専門機関として、証券界、金融界の多様なニーズに積極的

に応え、証券市場の参加者、利用者の長期的な利益向上を図

ることにより証券市場の発展に貢献することを使命として

いますので、こうした使命を全うすることができるよう社長

として全力を尽くす所存です。

コーポレート・ガバナンスの強化が強く求められている中で、

当社は、本年６月、従来の考え方を一歩進めて、監督と執行の

分離を明確にし、経営の健全性確保について一層の監督強化

を図りつつ、環境変化に素早く対応する迅速な業務執行を実

現するため、指名委員会等設置会社に移行したところです。

当社は、証券市場のインフラとしての公正・中立性や財務の

健全性、高い信用力を今後も維持することを前提に、資本を

より有効に活用し、貸借取引業務を核とするセキュリティ・

ファイナンス業務において高い競争力を有する企業として

成長することにより、安定的な収益の確保と企業価値の増大

を図るとともに、株主の皆様への利益還元を充実したものと

していきたいと考えています。

当社は、超低金利が継続する可能性にも留意しながら、これ

まで培ってきた資金・有価証券関連業務の運営能力と高い信

用力等を活かして、既存ビジネスの強化に取組むとともに、

内外の新たな取引ニーズを積極的に取り込む努力を続けて

きました。こうした取組みにより収益源の多様化が少しずつ

進んできています。同時に、業務内容の複雑化と取引量の増

加が進んでいますので、今後は、よりスピーディかつ効率的

な業務運営体制を整備することや収益拡大のためのリスク

テイクをより全社的に適切に管理する必要性が強まってき

ていると思っています。

代表執行役社長　櫛 田 誠 希

Q. 新社長としての抱負は？

Q. 株主の皆様にメッセージを !Q. 当社を取り巻く環境に対する現状認識と今後の
対応は？
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◆ 当期純利益は期初見通し（通期32億円）
に対し、進捗率は64.6％

◆ 第１１０期（2020年３月期）通期の見通し
について 貸借取引業務

一般貸付業務

有価証券貸付業務

信託銀行業務

不動産賃貸業務

その他の業務

信用取引の決済に必要な資金・
株券を証券会社に貸付

証券会社の運転資金などの貸付・インターネッ
ト等を利用した個人・事業法人への貸付など

証券会社などへの債券・株券の貸付

顧客分別金信託等の信託業務と有
価証券運用、貸出等の銀行業務

当社グループ所有の不動産の賃
貸・管理

国債などの有価証券の運用ほか

●貸株残高の増加による増収分が融資残高の減少による
減収分を上回った結果、前年同期比で増収

●金融商品取引業者向けおよび個人・事業法人向けの貸付残
高がいずれも弱含みで推移した結果、前年同期比で減収

●債券営業部門は好調を維持したものの、一般貸株部門
が低調となり、全体としては前年同期比で減収

●信託報酬が堅調に推移したほか、保有国債等の売却益
の計上も寄与して前年同期比で増収

●管理テナントが満室で推移したことなどから、前年同
期比で増収

●保有投資信託の分配金収入の増加などにより、前年同
期比で増収

営業収益構成比
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当社は、株主の皆様への長期安定的な利益還元を経営の重要な課題と位置付けております。
配当・自己株式取得についての基本方針は以下の通りです。

2019年8月26日、PTS（私設取引システム）における制度信用取引の取扱いが開始されたことに合わ
せて、当社でもPTS向け貸借取引を開始しました。

• 連結配当性向*60%程度を下回らな
いものとし、連結株主資本配当率
(DOE)*も勘案しながら利益還元する

＊「連結配当性向」・・・連結当期純利益に対する配当の割合
＊「DOE」・・・資本に対して効率よく配当を出しているかを見る指標

配 当

• 株主還元の更なる充実を図る観点か
ら、当社の収支状況や株価水準など
を勘案しながら、今後も適宜自己株
式を取得していく

自己株式取得

⃝配当性向

59.5% 56.4% 58.2%58.8% 55.0%

2020/3
（予想）2019/32018/32017/32016/3

⃝１株当たり配当金

16円 18円 22円26円 22円

2020/3
（予想）2019/3

2018/3

2017/32016/3

業績ハイライト（第110期上半期を振り返って） 業務別の営業収益（単位：百万円）

株主還元（配当および自己株式取得）について

第110期（2020年３月期）上半期の当社グループの業績は、
営業収益143億円（前年同期比19.4％増）、営業利益23億円
（同6.4％増）、経常利益27億円（同2.4％増）となりました。
また、当期純利益は20億円（同6.4％増）となり、期初見通
し（通期32億円）に対し64.6％の進捗となっております。
個別で見ますと、貸借取引業務（同33.4％増）および有価証
券運用収益が大宗を占めるその他業務（同37.0％増）がいず
れも大幅な増収となったほか、子会社の日証金信託銀行につい
ても堅調な信託報酬などが寄与して増収となりました。また、
市況の影響等により苦戦を余儀なくされている一般貸株部門
（同49.9％減）の減収分を、現先取引を中心に好調を維持した
債券営業部門（同14.5％増）が補う格好となり、有価証券貸
付業務（同3.3％減）についても概ね前年同期並みの収益を確
保しました。
当社は2017年度にスタートした第５次中期経営計画の最終年
度を迎えております。下半期も各施策への取組みを通じて、更
なる企業価値の向上を図って参ります。

当社グループの第110期（2020年３月期）通期見通しにつ
きましては、営業利益39億円（前期比2.0％減）、経常利益
47億円（同6.9％減）、当期純利益35億円（同7.1％減）と見
込んでおります。
上半期においては７月の株式の決済期間短縮（T+2）化や、８
月のPTS信用取引の開始（「IRトピックス」をご参照）などへ
の対応を実施して参りましたが、下半期においても多様化する
ニーズの取り込みに向けて着実に対応することにより、貸借取
引業務を核とするセキュリティ・ファイナンス業務の強化に取
組んで参ります。

第110期の中間配当は、収益状況を勘案して当初予想を据え
置き、１株当たり11円とすることといたしました。また、期
末配当につきましても、同様に11円を見込んでおります（こ
れにより年間配当22円、配当性向58.2％となる見込みです）。
今後も、収益状況や株価状況を勘案しつつ、株主の皆様への利
益還元の充実を図って参ります。
株主の皆様におかれましては、引き続き日証金グループへのご
支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

（単位：百万円）
108期
中間

営業収益

営業利益

経常利益

当期利益
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当期純利益
3,500百万円

△7.0% 変わらず ＋3.2ポイント
前期比 前期比 前期比

配当予想
22円

配当性向
58.2％

◆ 第110期中間配当について

～ PTS向け貸借取引がスタートしました ～

※PTS取扱い証券会社

貸借申込
（証券取引所 or PTS）

信用取引注文
（証券取引所 or PTS）

2019年8月26日より開始

資金および株式の貸付

資金および株式の決済

証券会社
（※）投資家

制度信用取引 貸借取引

日証金

証券取引所 PTS
（私設取引システム）

これまで証券取引所でのみ行われてきた信用取引が、PTSにおいても認められたことから、信用取引の
すそ野の拡大が期待されます。当社は、PTS向け貸借取引を通じて、取引拡大をサポートしていくほか、
今後も様々な施策に取組み、証券市場の発展に貢献して参ります。

IRトピックス



株式情報

株式についてのご案内

大株主

▪ 商 号 ⽇本証券金融株式会社
JAPAN SECURITIES FINANCE CO.,LTD.

▪ 証 券 コ ー ド 8511

▪ 設 立 1927年7月

▪ 創 業 1950年2月

▪ 資 本 金 100億円

▪ 主な事業内容 貸借取引貸付、一般貸付、有価証券貸付

▪ 従 業 員 数 251名

▪ 本 店 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番10号

【取締役】
社 外 取 締 役
取締役会議長 小　幡　尚　孝 （指名委員会・報酬委員会 委員長）

社 外 取 締 役 杉　野　翔　子 （指名委員・報酬委員・監査委員）

社 外 取 締 役 飯　村　修　也 （監査委員会 委員長）

取 締 役※ 櫛　田　誠　希 （指名委員・報酬委員）

取 締 役 奈須野　　　博 （監査委員）
※は執行役兼務

【執行役】 【執行役員】
執 行 役 会 長 小　林　英　三 上席執行役員 平　間　靖　浩

代表執行役社長 櫛　田　誠　希 執 行 役 員 田　原　徹　也

執行役副社長 樋　口　俊一郎 執 行 役 員 下山田　守　邦

執 行 役 専 務 福　島　賢　二 執 行 役 員 西　田　　　修

執 行 役 専 務 前　田　和　宏 執 行 役 員 杉　山　慎　一

執 行 役 常 務 岡　田　　　豊

株式の状況

▪発行可能株式総数 200,000千株
▪発行済株式の総数 100,000千株
▪株主数 12,669名

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 6,348 6.81

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口9） 4,840 5.19

公益財団法人資本市場振興財団 4,654 4.99

⽇本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 4,248 4.56

株式会社みずほ銀行 3,536 3.79

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口4） 3,003 3.22

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE NVl01 2,521 2.70

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET 
BANK AND TRUST, BOSTON SSBTC A/C UK 
LONDON BRANCH CLIENTS-UNITED KINGDOM

2,266 2.43

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505227 2,063 2.21

GOVERNMENT OF NORWAY 1,886 2.02
※持株比率は自己株式（6,874千株）を発行済株式の総数から控除して計算しております。

事 業 年 度 4月1⽇から翌年3月31⽇まで

定 時 株 主 総 会 6月

定時株主総会基準⽇ 3月31⽇

剰余金の配当基準⽇ 期末配当3月31⽇
中間配当9月30⽇

単 元 株 式 数 100株

株主名簿管理人 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番4号
⽇本証券代行株式会社

同事務取扱場所 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番4号
⽇本証券代行株式会社　本店

同 取 次 窓 口 ⽇本証券代行株式会社の支店および
三井住友信託銀行株式会社の本支店

（「コンサルティングオフィス」「コンサルプラザ」
を除く）

特別口座の口座管理機関 ⽇本証券代行株式会社

照 会 先 同社代理人部　 0120-707-843

公 告 方 法 当社ホームページに電子公告により掲載します。な
お、電子公告をすることができない場合は、⽇本経
済新聞に掲載します。

自己株式
6,874千株
(6.9%)

金融機関
32,600千株
(32.6%)

証券会社
6,835千株
(6.8%)

その他の国内法人
7,653千株
(7.6%)

発行済株式の総数
100,000
千株

外国人
24,063千株
(24.1%)

個人・その他
21,972千株
(22.0%)

会社概要（2019年9月30日現在） 役員⼀覧（2019年9月30日現在）

ホームページのご案内

日本証券金融
 

検 索


